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研究成果の概要：本研究では、企業における競争優位の構築のために導入される営業活動のプ

ロセス革新について、営業研究、顧客関係管理論、国際マーケティング論などの各理論視点か

ら考察を行い、営業プロセス革新を導入した日本企業や海外企業の事例分析や質問紙調査に基

づいて、さまざまな産業・企業での営業活動におけるプロセス革新の特徴や有効性を検討する

とともに、営業プロセス革新がいかにして企業の競争優位の基盤構築を可能にするのかを明ら

かにした。 
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１．研究開始当初の背景 

日本企業や海外企業において先端的な情
報技術を利用した新しい営業管理手法や営
業情報管理が積極的に導入されるようにな
り、それは営業プロセス革新と呼ばれている。
しかし、この営業プロセス革新についての研
究は、手法や情報システムの技術的な紹介に
とどまり、理論的研究や実証的研究は少ない
状況にあった。そこで、本研究において営業
プロセス革新についての理論的枠組みを構
築するとともに、営業プロセス革新がいかに

して顧客関係管理による競争優位の構築に
結びつき、日本と海外や産業間での差異がど
のように生まれているのかについての実証
的研究を行う必要性が高いと判断された。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、企業における営業プロセス革新
がどのように展開され、顧客企業との関係管
理体制を通じた競争優位基盤の構築にどの
ように関連付けられるのか、また、さまざま
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な産業における企業間や日本企業と海外企
業との間で、営業活動のプロセス革新がどの
ように多様であるかを説明するとともに、そ
れらの違いが営業体制や顧客関係管理のあ
り方、そして、それらを通じた経営成果や競
争優位の基盤構築にどのような影響を与え
ているのかを実証的に明らかにすることを
主な目的としている。 
 
 
３．研究の方法 

営業プロセス革新に基づく競争優位の基
盤構築についての研究のために、製造業やサ
ービス業、流通業の日本企業、および海外企
業におけるインタビュー調査に基づく事例
分析を実施した。また、この研究目的のため
に、あわせて上場企業への質問紙調査を実施
した。 
そして、これらの調査結果や関連分野に関

する国内外の既存研究から、営業プロセス革
新についての理論的枠組みを構築し、導き出
された仮説を検証することで、営業プロセス
革新に基づく競争優位の基盤構築に関する
研究を推進することにした。 
 
 
４．研究成果 

（１）営業活動におけるプロセス革新の導入

と競争優位の構築についての分析枠組みを

構築するために、営業プロセス革新を導入し

た日本企業や海外企業の事例分析を実施し、

その結果、日本や欧米の大手企業における営

業プロセス革新が、改善志向と連携志向とい

う２つの方向性をもって展開されているこ

とが明らかにされた。 
この２つの志向は、営業プロセス革新の多

様性をもたらす要因となり、また、それぞれ

の志向の営業プロセス革新に基づいて競争

優位が形成されるためには、営業担当者の革

新能力の形成・蓄積が共通して重要な役割を

果たすことが示された。 
 
（２）日本のサービス業や流通業を対象とし

て、営業プロセス革新の一つの形態である顧

客関係管理の実施と関係性マーケティング

との連動的な実施状況が、財務的な成果につ

ながっているかどうかについて上場企業に

対する質問紙調査に基づく実証分析を行っ

た。そして、情報技術を用いた顧客関係管理

は財務的成果につながるが、カスタマイゼー

ションの間接効果は財務的成果につながら

ないという結果が得られた。これは導入期の

顧客関係管理への投資回収を実現できてい

ないか、あるいはデータ収集分析を行いつつ

も、顧客へのマーケティング・アプローチへ

の巧拙が見られるのでないかと解釈された。 
 

（３）日本の代表的電機メーカーにおける事

業部ごとのコールセンターを総合コンタク

トセンタ―として統合する IT 推進事例につ

いて、複数部門や諸階層にわたるインタビュ

ー調査と資料をもとに、消費者との接点が限

られるメーカーにとって、効果的な顧客関係

管理を行うための、組織的な営業プロセス革

新の特徴を明らかにした。その結果、１）コ

ールセンターへのナレッジシステムの開発

導入により、コールセンターの組織の効率化

が行われ、結果としてクレーム処理のスピー

ドアップ化、クレーム情報の製品改良化につ

ながるという顧客関係管理の成果が確認さ

れたこと、２）ナレッジシステムの開発導入

に際し、子会社である IT ベンダーが親会社

のトップダウン式のミッションを理解する

ことの重要性とともに、ユーザー部門とのコ

ミュニケーションの場や頻度が営業プロセ

ス革新として組織的に必要であったことが

明らかになった。 
 

（３）営業プロセス革新の規定因として重要
な要因となる関係性に関するマーケティン
グ研究には様々な理論的系譜がある。それは
大きく分けると、ノルディック・アプローチ
と呼ばれるフィンランドの研究者を中心と
するサービス概念に端を発する研究潮流と、
アングロ・オーストラリアン・アプローチと
呼ばれるサービスと内部組織調整を志向す
る研究潮流に集約される。そこで、これら２
つの関係性の理論的系譜を中心に、サービ
ス・マーケティング概念と関係性志向のマー
ケティングとの関連を理論的に整理するこ
とで、営業プロセス革新に関する研究の理論
的基盤を構築することができた。 
 

（４）日本の流通企業を対象とする営業活動

と顧客関係管理に関する質問紙調査をもと

に、市場におけるパワーと、顧客関係志向、

組織的調整プロセスとの相互連関と財務成

果との関係をモデル化し、共分散構造分析を

行った。その結果として、顧客関係志向と組

織的調整プロセスと市場におけるパワーと

は相互に関連しあうが、相互関連しない場合

には財務的な成果に正の影響を与えないこ

とを明らかにし、営業プロセス革新における

顧客関係志向の位置付けを明確にすること

ができた。 
 

（５）日本の流通企業を対象にした質問紙調

査をもとに、顧客関係管理活動と顧客へのカ

スタマイゼーション活動とが財務成果



 

 

（ROE）に与える影響を共分散構造分析によ

り検証を行った。その結果、顧客関係管理活

動は財務成果に正の影響を与えるが、顧客へ

のカスタマイゼーション活動は負の影響を

与えていることが明らかになった。このこと

から営業プロセス革新としての顧客関係管

理戦略の展開は、情報投資による顧客データ

収集とそれに基づく顧客関係構築によって

特徴づけられるが、顧客関係構築のためのロ

イヤルティ・プログラム部分において、財務

的に成果を導きだしていないという状況が

あることを示唆した。 

 
（６）韓国企業である三星グループの中国市

場における営業活動を詳細に事例分析する

ことによって、後発企業のキャッチアップ戦

略における営業活動と市場開拓の特徴を分

析した。後発企業である三星がなぜグローバ

ル競争のアリーナとなっている中国市場で

強い市場地位を築き、現地企業が繰り広げて

いる熾烈な価格競争にも勝ち抜くことがで

きたのかという問題に対して、中国市場にお

ける三星の営業活動やブランド戦略の展開

を詳細に記述した。また、後発企業のキャッ

チアップ戦略に関する新しい理論視点とし

て、「マーケティング資源ベースの競争」を

提示して、後発優位による技術的なキャッチ

アップ戦略だけでなく、新しい次元での差別

化によってキャッチアップすることも重要

であることを明らかにした。 

 
（７）中国における営業プロセス革新とそれ

に関わるビジネス・システムの研究に必要な

視角と課題の整理を行い、産業や業種の特性

を超えて、原材料産業から消費までの付加価

値連鎖全体において、中国企業のビジネス・

システムに共通してみられる特徴を明らか

にした。また、中国市場における多様な営業

戦略のタイプを考慮しつつ、急激に変化して

いる中国市場という環境のなかで中国企業

の基本的な特徴を明らかにした。 
 
（８）イトーヨーカ堂の中国市場での事業展

開における流通業の国際的な営業プロセス

革新を事例分析することによって、日本の小

売企業の競争優位の基盤はそのビジネス・シ

ステムに埋め込まれたものであり、その特徴

は日本の製造業の強みと共通していること、

そして、その競争優位基盤は欧米企業を含め

て世界のライバル企業に劣らないことを示

した。また、イトーヨーカ堂の中国における

プロセス革新と事業展開の事例を通して、現

地への自社の強みの移転と定着、ビジネス・

システムの展開と進化、そして、海外市場で

も高い競争力を持つ日本のサービス企業の

特徴を明らかにした。 
 
（９）持続的に高い営業利益をあげ、競争優
位基盤を構築しているセコムのプロセス革
新の特徴を考察した。そして、この事例分析
を通じて、最大競合の綜合警備保障との比較
を行い、第一に、機械警備市場の潜在力への
読みを起点とし機械警備へのプロセス革新
を速やかに行い、先発者優位を獲得していた
こと、第二に、セコムの事業システムでは緊
急対処員の位置付けに特徴があることを明
らかにした。セコムは緊急対処員を単なる警
備員ではなく機械修理を含む現場での問題
解決者と捉えた点にプロセス革新としての
特徴があり、綜合警備保障は、警備はあくま
で緊急対処員が行い、情報システムはあくま
で補助的という位置づけであった。しかも情
報システムの修理は本部が行い、それが行わ
れるまでのリードタイムが警備サービス品
質に影響を与えている可能性が検討され、こ
れらの特徴が競争優位の基盤構築に貢献し
ていることが示唆された。 
 
（１０）情報技術に基づく営業プロセス革新
を規定するカスタマイゼーションや受注生
産システムを分析する理論的モデルである
延期－投機モデルの再検討と修正モデルの
開発を行った。このモデルは、カスタマイゼ
ーションや受注生産という生産システムの
延期化を製品比率とプロセス比率の２つの
尺度で捉えるものであり、それに基づき、情
報化という環境変化がいかにしてカスタマ
イゼーションや受注生産をもたらし、それが
いかにして競争優位につながるかを理論的
に示した。 
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